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そうかリノベーションまちづくり構想
〜⼀⼈ひとりに快適な暮らしのスタイルがあるまち・そうか〜
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＜コンセプト＞
リノベーションまちづくりのプレイヤーである家守会社、不動産オーナー、⾏政を3

つの輪で表現し、その3つの輪がつながりあい、公⺠連携でまちをつくっていく様子を
具象化しています。その輪の中に⾃分⾃⾝も参加することで草加のまちが完成します。
また、市の木である「マツ」を連想させるようなデザインになっています。

そうかリノベーションまちづくりロゴマーク



そうかリノベーションまちづくり構想
〜⼀⼈ひとりに快適な暮らしのスタイルがあるまち・そうか〜

〜本編〜
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あ
る
日
の
日
常
の
日
記

結
婚
を
機
に
妻
の
両
親
が
住
む
草
加
の
ま
ち
に
８
年
前
に
住
み
始
め
た
。

都
内
へ
の
通
勤
が
ス
タ
ー
ト
、
以
前
よ
り
多
少
時
間
は
か
か
る
が
苦
に
は
な
ら
な
い
し
、
今
で
は
す
っ

か
り
慣
れ
た
。
妻
も
同
様
に
新
た
な
地
よ
り
通
勤
を
し
な
が
ら
の
家
事
を
こ
な
し
て
く
れ
た
。
今
よ
り
も

お
互
い
の
仕
事
が
忙
し
く
ま
ち
に
暮
ら
す
よ
り
も
、
寝
に
帰
る
生
活
な
の
で
家
に
暮
ら
す
が
強
か
っ
た
。

一
年
後
、
長
男
を
出
産
、
続
け
て
長
女
を
。
今
で
は
２
人
の
子
ど
も
と
賑
や
か
な
家
と
な
っ
た
。

ま
ち
の
環
境
に
も
な
れ
、
元
か
ら
あ
る
飲
食
店
と
、
続
々
と
で
き
る
新
た
な
飲
食
店
で
子
ど
も
を
連
れ

家
族
で
の
食
事
も
当
た
り
前
に
な
っ
て
き
た
の
も
こ
の
頃
か
ら
で
、
以
前
は
な
ん
と
な
く
歩
い
た
町
並
み

も
探
索
が
楽
し
く
な
り
、
ま
ち
の
イ
ベ
ン
ト
に
も
携
わ
り
、
参
加
す
る
よ
う
に
も
な
っ
た
。

当
初
、
商
店
街
は
ま
ば
ら
に
営
業
、
活
気
も
な
く
思
え
た
が
、
徐
々
に
色
々
な
お
店
が
で
き
賑
や
か
に

な
っ
て
き
た
。
妻
が
出
産
後
都
内
の
会
社
を
退
職
し
、
保
育
園
に
子
ど
も
を
預
け
、
近
所
で
働
く
よ
う
に

な
っ
た
の
は
当
時
の
新
し
い
雑
貨
店
。

そ
ん
な
妻
も
働
い
て
い
る
う
ち
に
、
も
と
も
と
趣
味
で
や
っ
て
い
た
も
の
を
販
売
で
き
る
う
え
、
子
ど

も
を
連
れ
て
働
け
る
環
境
が
で
き
る
と
の
こ
と
で
独
立
し
、
い
き
い
き
と
働
い
て
い
る
。
今
で
は
そ
ん
な

お
店
や
会
社
も
増
え
て
き
た
。

休
日
の
今
日
も
、
ウ
ォ
ー
キ
ン
グ
し
な
が
ら
、
公
園
内
の
カ
フ
ェ
に
寄
り
、
近
所
の
お
じ
い
さ
ん
・
お

ば
あ
さ
ん
と
昔
の
話
や
最
近
の
話
を
楽
し
ん
だ
。
そ
こ
で
の
会
話
で
、
近
所
の
ア
パ
ー
ト
や
マ
ン
シ
ョ
ン

も
最
近
増
々
賑
や
か
だ
ね
と
、
う
れ
し
そ
う
に
言
っ
て
く
れ
た
。
毎
週
の
よ
う
に
ペ
ン
キ
や
木
材
を
持
っ

た
ひ
と
が
う
ち
の
前
を
通
る
。
Ｄ
Ｉ
Ｙ
で
自
分
の
部
屋
を
リ
フ
ォ
ー
ム
し
て
い
る
の
だ
。
大
工
だ
っ
た
隣

の
お
じ
い
さ
ん
は
、
楽
し
ん
で
指
導
し
な
が
ら
若
者
と
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
取
っ
て
い
て
、
そ
の
仲

間
も
ド
ン
ド
ン
増
え
て
い
る
と
の
こ
と
、
僕
も
手
伝
い
に
行
っ
て
み
よ
う
。

午
後
か
ら
は
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
に
で
か
け
、
大
学
生
と
、
最
近
賃
貸
マ
ン
シ
ョ
ン
を
リ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

し
た
ゲ
ス
ト
ハ
ウ
ス
に
宿
泊
し
て
い
る
観
光
客
に
出
会
っ
た
。
元
々
、
大
学
の
あ
る
こ
の
ま
ち
だ
が
、
以

前
は
学
生
と
会
う
こ
と
は
な
か
っ
た
。
最
近
で
は
活
発
な
大
学
生
と
高
校
生
が
、
中
学
生
や
小
学
生
と
イ

ベ
ン
ト
に
参
加
、
勉
強
や
遊
び
も
教
え
て
く
れ
、
国
内
外
の
観
光
客
に
ガ
イ
ド
を
し
て
く
れ
て
い
る
。
今

日
出
会
っ
た
学
生
も
外
国
語
を
専
攻
し
て
い
て
、
外
国
人
に
ガ
イ
ド
し
な
が
ら
生
き
た
学
び
が
で
き
る
と

話
し
て
く
れ
た
。
た
だ
大
学
が
あ
っ
た
こ
の
ま
ち
を
、
ま
ち
や
ひ
と
に
ふ
れ
な
が
ら
好
き
に
な
っ
て
い
る

よ
う
だ
。

妻
の
両
親
は
、
仕
事
の
毎
日
で
生
き
て
き
た
が
、
孫
が
で
き
、
定
年
を
迎
え
、
ま
ち
に
出
る
よ
う
に

な
っ
た
。
町
内
の
方
と
の
運
動
や
お
茶
会
に
加
え
、
趣
味
を
持
つ
よ
う
に
も
な
っ
た
。
農
地
を
共
同
で
運

営
す
る
都
市
型
農
園
で
、
家
庭
菜
園
を
始
め
た
。
今
日
も
朝
か
ら
孫
と
楽
し
み
な
が
ら
汗
を
か
い
た
と
話

し
て
く
れ
た
。
今
日
の
夕
飯
は
そ
の
野
菜
を
使
っ
て
近
所
の
人
と
バ
ー
ベ
キ
ュ
ー
。
両
親
の
明
日
は
ワ
ー

ク
シ
ョ
ッ
プ
か
ら
始
め
た
、
レ
ザ
ー
ク
ラ
フ
ト
、
染
め
物
を
す
る
ら
し
い
。
第
二
の
人
生
を
と
て
も
楽
し

ん
で
い
る
よ
う
だ
。

寝
に
帰
る
だ
け
だ
と
思
っ
て
い
た
こ
の
ま
ち
で
、
こ
ん
な
に
楽
し
く
「
暮
ら
す
」
日
々
が
あ
る
こ
と
に
、

こ
の
ま
ち
に
暮
ら
し
て
よ
か
っ
た
と
実
感
し
て
い
る
。

こ
ん
な
当
た
り
前
の
日
常
が
楽
し
く
、
来
週
の
イ
ベ
ン
ト
も
楽
し
み
だ
。
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草加市の現状について

7

➢ 以前から住む市⺠と引っ越してきた新たな市⺠の間において地元に対する愛着の
差があると同時に、市⺠間、世代間における交流が不⾜しています。
・平成32年度をピークに減少局⾯に突⼊し、⽼年⼈⼝は増加することが推測されています。
・核家族化の進展と同時に単⾝世帯（特に⾼年者世帯）が増加すると⾒込まれています。
・65歳時の健康寿命は年々伸⻑し、平成26年では16.85歳、⼥性は19.87歳となっており、⾼年者が活躍できる場が必要です。
・⼈⼝流⼊は10代後半~30代前半に集中しており、マンション⽴地が進むエリアでは40代の流⼊もあります。
・埼⽟県は全国でもっとも昼夜間⼈⼝⽐率が低い中、草加市は県内63市町村中40位となっており、昼夜間⽐率は低い状況です。
・市⺠の勤務先としては、36.4％が東京都内、市内33.3％、その他が30.3％となっています。
・人口の増加に伴い世帯数は増加している反面、町会・⾃治会の加⼊率は年々減少し、平成27年で55.03％となっています。
・空き家率（10.8％）はやや減少しましたが、埼⽟県の平均と同程度となっています。
＜検討委員会での意⾒やワークショップからの意⾒＞
・引っ越してきた市⺠と以前から住んでいる市⺠の壁 ＝ まち全体で一体感がない
・世代間交流ができていない（できる場所がない）。
・市⺠の参加意識が薄い ⇒ ⾃分⾃⾝が参加しないからワクワクしない。市⺠参加型のイベントが少ない。

➢ 人口減少、少子高齢化の進展により⾏政サービス需要が年々増加していると同時
に、増加する歳出に対応した「公共不動産の利活⽤」が必要になっています。
・歳入は依存財源の⽐率が増加しており、歳出は⺠⽣費への⽀出が年々増加しています。
・人口増加に伴い市⺠税が増加している反⾯、固定資産税や都市計画税は横ばい傾向です。
・公共施設は平成25年7月現在で約260棟、延床面積41.6万㎡。うち学校教育施設が約60％を占めています。
・公共施設全体のうち約60％が建築後3１年以上、10年後にはその割合が70%近くになります。
・平成28年3月に策定された「草加市公共施設等総合管理計画」では、官⺠連携や歳出の削減、歳入の確保、空間活用の工夫などを検討
し、計画内容を充実するとしています。

・公共建築物の維持管理・更新費⽤の推計では、今後40年間の更新費及び維持管理費は合計で2,657億円と試算されています。維持管理
費のみでも年約22億円かかると試算されています。

・インフラ施設(上下水道除く)の維持管理・更新・新設費用の推計、今後40年間で更新費及び維持管理費は2,139億円と試算されていま
す。維持管理費のみでも年8億円かかると試算されています。

１．寝に帰るだけのまち
－ベッドタウン・そうか－
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草加市の現状について
➢ 都市型産業が不⾜しており、⾏きたいお店や暮らしを豊かにする交流の場、
ライフスタイルに合わせた働く場がもっと必要です。
・産業構造は、卸売業・小売業などの第三次産業の割合が高いですが、全国と比較すると製造業の割合も高い状況となっています。
・地域経済循環率は66.0％となっており、所得からの支出（消費）が地域外に流出しています。
・保育園の園児数は増加しており、0~5歳人口における⼊園率は上昇しています。
・待機児童数は、新規に保育園が開園（平成26年1園、平成27年3園）する中でも増加しています。
・小学校の児童数は年々減少している⼀⽅、児童クラブの在籍率は平成25年度以降1%ずつ増加しています。
・近年、⼥性の労働⼒率は全体としては増加しており、結婚や出産による低下も少なくなっています。
・平成25年の段階で、共働き世帯が全体のうち35.2％となっています。
・「就労していない」⺟親も約2割が今すぐ就労を希望しており、将来的な希望を含めると約6割にのぼります。
・地域の子育て支援事業について、3歳未満児で67.2％、3歳以上児で88.1％が利⽤していません。
・地域の⼦育て⽀援事業の認知度はほとんどの事業が3~4割程度であり、利⽤の促進には認知度の向上が課題となっています。
＜検討委員会での意⾒やワークショップからの意⾒＞
・マンションが増加しているが、草加市内で楽しむ人がいない。
・平日はベッドタウンになっており、レジャーが少ない
・地場産業を活かしきれていない ⇒ 産業の連携ができていない
・休日に家族で１⽇滞在していられない（公園など交流する場がない） ⇒ 非日常を感じられない
・⾏きたい店がない（飲⾷店が少ない）

➢地域において生活の豊かさを感じることができず、アクセスの良さから東京を含む
周辺都市へ生活をする場を求め、寝に帰るだけのまちになっています。
・再開発以降、草加駅東⼝周辺をはじめ年々地価は下落しており、平成6年から平成27年では半分以下にまで下落しています。
・沿線における⽣産年齢⼈⼝の減少、それに伴う鉄道利⽤者の減少から鉄道事業への影響が大きくなることが推測されています。

１．寝に帰るだけのまち
－ベッドタウン・そうか－
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草加市の現状について（まとめ）

➢ 地元に対する愛着の差
「家がある」、「職場（学校）から近い」という理由だけで草加に住んでいる

生活に必要な最低限なニーズは満たして（満たされて）いる

☞ 市⺠間、世代間、市⺠と学⽣におけるコミュニティの不⾜
➢ 増え続ける⾏政サービス需要と財政負担、公共施設の遊休化

増加する⺠⽣費（福祉や子育て関連）や公共施設の維持管理・更新に係る重い負担の増加

人口減少・少子高齢化の進展に伴う公共施設の遊休化

☞ 公共不動産の利活⽤の必要性
➢ ⾏きたい店・交流する場、ライフスタイルに合わせた働く場がない

日用品以外を市外で購⼊する割合が⾼く、内需が流出している

産業構造、待機児童、コミュニティ不⾜などの都市構造的な問題により就労できない

☞ 都市型産業の不⾜
➢ 生活の豊かさを感じられない

周辺へのアクセスの良さから、東京をはじめ周辺地域に仕事や買い物、食事をする場がある

☞ 寝に帰るだけのまち

原因と課題

9

１．寝に帰るだけのまち
－ベッドタウン・そうか－



暮らしのスタイル（交流を⽣むコンテンツ）の創造

10

２．快適な暮らしの
スタイル

草
加
ら
し
い

暮
ら
し
の
ス
タ
イ
ル
の
創
造

寝
交

農

健

食 育

学

遊催
ベッドタウン

宿

職

買

買

職

市⺠間・世代間
市⺠と学⽣

新しい都市型
コミュニティ形成

祭
創



暮らしのスタイルを創るコンテンツ
➢ 農（都市農業）
地産地消の推進、農業や農業者との触れ合いを通じた食育など、都
市にいながらにして農業に触れることができます。（ガーデンテラ
スレストラン、農家レストラン、収穫体験、市⺠農園、直売所、マ
ルシェ、マーケット等）

➢ 催（イベント）
年間を通じて開催されるイベントがもたらすにぎわいを、イベント
時に限らない日常生活のにぎわいにつなげるため、運営側・参加者
側が一体となってイベントを作り上げます。

➢ 食（食べる）
⼦どもと⼀緒に安⼼して⾏けるお店、安全で安心な地元産の食材を
食べられるお店、食べること以外にも楽しみがあるお店、多種多様
な飲食の場が生活を豊かにします。（カフェ、焼き⽴てパン、ワイ
ンバー、スポーツバー、定食屋、地産地消レストラン、ＢＢＱ、ビ
アガーデン、動物カフェ等）

➢ 育（育てる）
⼦育ては家で親御さんが⾏うだけではありません。まちの中にもた
くさん教育の場、子育ての場があります。（乳児向け保育サービス、
ベビーマッサージ、ママカフェ等）

➢ 健（健康作り）
国指定名勝の草加松原ではジョギングやウォーキングが楽しめます。
また豊かな食によっても健康増進を図ることができます。（お寺ヨ
ガ、ヨガスタジオ、ウォーキングクラス、ラジオ体操、まちの保健
室等）

➢ 遊（遊ぶ）
⽼若男⼥を問わず共通の楽しみはコミュニティのきっかけになり、
子どもが安⼼して遊べる場は⼦どもの創造性を刺激し、親が子ども
を気にせず遊べる場は精神的なゆとりある生活を生み出します。
（シェアスペース、子どもの遊び場等）

➢ 学（学ぶ）
新しいことを学ぶということは新たな出会いやコミュニティを広げ
ます。ものづくりの技術や地場産業の伝統、セカンドライフ世代の
スキルある男性など誰もが先生になれ、誰もが学ぶことができます。
（ものづくり教室、国際交流（英会話）、スポーツ教室、ベビーサ
イン、ダンス、音楽教室、学習塾、経営塾等）

➢ 創（創る）
地場産業などの地域資源を活かしたものづくりや、創造的な活動に
よるものづくり、手仕事など、創造的なアイデアを形にすることで、
誰もが活躍できます。（シェアアトリエ・月3万円ビジネス、ハン
ドメイド、アートクラフト、音楽等）

➢ 空き家や空き店舗、遊休化した公共空間の使い方、テナントの事業を「コンテンツ」といいます。
➢ 地域の資源と課題（ニーズ）から、草加市にあったコンテンツを創出します。

➢ 宿（泊まる）
1630年に開宿した草加宿において、草加市に暮らす市⺠の宿とし
てだけでなく、歴史的・⽴地的な側⾯を活かした宿は新たな交流を
生みだします。（ゲストハウス、旅館等）

➢ 祭（祭礼）
由緒ある数々の祭礼は、その伝統と歴史から、市⺠の地元に対する
愛着を醸成することにつながります。祭礼を地域資源として捉え、
地域の活性化に活かしていくことが必要です。

11

２．快適な暮らしの
スタイル



⾏政が造ってきた公共空間（公園、道路・路地、⽔路、学校、その他公共施設等）は、多⼤な維持管理費が掛か
ることや⺠⽣費の増加などによる昨今の厳しい財政状況などから、将来的に遊休化した場合には増え続ける歳出に
対応した歳入につながる『公共不動産の利活⽤』方法の検討が求められます。ベッドタウンである草加市では、⺠
間不動産による⼩さいリノベーションまちづくりの蓄積と併せて、公共不動産による⼤きなリノベーションまちづ
くりを推進することで、そこに暮らしている⼈のニーズに沿った、まちに必要なコンテンツを⾏政⾃らはもちろん、
⺠間の活⼒も活⽤した公共不動産の利活⽤によっても創出していく必要があります。

公共不動産の利活⽤
➢ 公共不動産を利活⽤する

➢ 利活⽤を検討する公共不動産（例）
（１）公園
市内には⼤⼩さまざまな公園があり、さらなる利活⽤の検討が必要です。

（２）細道（道路・路地）
草加市は宿場町の名残として、細道（道路・路地）や幅の広い歩道の他にも、ＴＳＣボードステージ周辺、カー

ソン広場のような公共空間があります。

（３）⽔路（河川）
市内に張り巡る⽔路など、まちなかで⾒える部分（道路や公園）だけでなく、住宅の裏側部分に流れる⽔路など

も活用できる空間として考えることができます。

12

２．快適な暮らしの
スタイル



目指す未来のカタチ ２．快適な暮らしの
スタイル

空間資源

新しいまちのコンテンツ（都市型産業）の創出

快適な暮らしのスタイル

× 人的資源産業・文化・歴史資源
空き家・空き店舗、高校・大学、

公共施設（⼩中学校、道路、公園、⽔路・
河川等）、交通アクセス、平坦な地形 等

ものづくり、地場産業、都市農業、
音楽、演劇、草加松原、
奥の細道、宿場町 等

⼦育てママ、⾼年者、
高校生・大学生、
働くパパ 等

×

新しい働き方
例：短時間労働、ワークシェアリング、

多業（マルチワーク）等

都市型産業

新しい暮らし方

生産

消費

経済
循環

経済
循環

都市型コミュニティの形成空間資源、産業・文化・歴
史資源、人的資源を活用し、
複合的に地域経営課題の解決
を図ると同時に、ニーズに
合ったまちのコンテンツ（都
市型産業）を創出します。
それらのコンテンツによっ

て、新しい暮らし方（ライフ
スタイル）や新しい働き方
（ワークスタイル）を生み出
し、地域経済の活性化を図り
ます。

これらのコンテンツが機
能することによって、ベッ
ドタウンにおける新しい都
市型コミュニティが形成さ
れ、地域に暮らす一人ひと
りの生活環境に合った、そ
れぞれの快適な暮らしのス
タイルを創造していきます。
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リノベーションまちづくりとは
➢ リノベーションまちづくりとは
活⼒を失いつつある地域の再⽣のため、「現代版家守」と呼ばれる⺠間⾃⽴型まちづくり会社が遊休不動産のリ

ノベーションを通じてまちを再生し、都市型産業の集積を図ることで、雇用の創出、コミュニティの活性化などに
つなげるまちづくりのことです。

➢ そうかリノベーションまちづくりのきっかけ（成⻑社会から縮退社会へ）
・ 人口が増加し、産業の発展によって経済が成⻑をしていた右肩上がりの時代には、まちにあふれるコ
ンテンツを受け止めるために多くのハコが必要でした。しかし、少子高齢化による人口構成の変化や人
口減少が続く縮退社会である現在においては、まちの中において商業機能の衰退による空き店舗やまち
の中の空き家などの空間資源が増加し、これまでよりも安価に活用することが可能になってきました。

・ 空間資源としては空き家や空き店舗などの⺠間不動産だけでなく、まちの最⼤の不動産所有者でもあり、
厳しい財政状況にさらされている⾏政が所有する公共不動産についても、同様のことが⾔えます。

14

３．リノベーション
まちづくり

経済成⻑時代 縮退社会

コンテンツ

ハコ(不動産)



リノベーションまちづくりの特徴

１．収益性が高く、スピードが速い
今あるものを活かし、新しい使い方をしてまちを変える

２．⺠間主導の公⺠連携
リノベーションまちづくりは、⺠間主導でプロジェクトを興し、⾏政
が支援する

３．都市・地域経営課題を複合的に解決
遊休不動産という空間資源と地域資源を活⽤して、⺠間⾃⽴型プロ

ジェクトを興して地域を活性化させる

４．補助⾦にできる限り頼らない
経済合理性を追求する

４
つ
の
特
徴

15

３．リノベーション
まちづくり



構想の実現の体制

16

４．構想の実現
に向けて

不動産オーナー
（⺠間・公共）

志を持つ所有者による
遊休不動産の提供
・不動産を使ってまちに
貢献したい

・不動産価値を維持・向上
させたい

家守会社
（⺠間⾃⽴型まちづくり会社）
補助⾦に頼らない
⺠間⾃⽴型事業による構想の
具現化・コーディネート

・エリアマネジメント
・まちに投資
・不動産マッチング
・事業企画、運営、転貸

事業オーナー
草加市に新たなコンテンツ
を生み出す人・企業

・豊かな暮らしがしたい
・ビジネスを通じて、まちに
貢献したい

・持続可能な（想いをつなぐ）
まちづくり

規制緩和、⾦融⽀援環境の整備（⽇本政策⾦融公庫・地域⾦融機関と連携した融資制度等）
都市を再⽣する都市政策と具体的な再⽣戦略（＝そうかリノベーションまちづくり構想）の作成 等

草加市

そうかリノベーションまちづくり協議会
関係者がフラットに集まれる場、環境作り、⾦融⽀援環境の整備（市⺠ファンド）

啓発活動、機運醸成、産学連携、創業者育成・支援 等

関係者がフラットに集まれる場、環境作りの支援



構想の実現の仕組み（⾦融⽀援環境の整備）
➢ リノベーションまちづくりにおける⾦融⽀援環境の整備等
⺠間主導であるリノベーションまちづくりによって興される事業（コンテンツ）は、ビジネスを通じて地域経営

課題を解決する際に、できる限り補助⾦に頼らず、経済合理性を追求する必要があります。
つまり、リノベーションまちづくり事業は創業であり、それらにおいて必要な⾦融⽀援環境の整備について、公

⺠が様々なメニューを⽤意する形で家守会社や事業オーナーを⽀援します。

➢ ⾦融⽀援環境の整備の⼀例
１．公的融資

草加市が⽇本政策⾦融公庫・地域の⾦融機関と
連携して新たな公的融資等を創設します。

２．市⺠ファンド
そうかリノベーションまちづくり協議会が市⺠

からの出資を受け、「市⺠ファンド」を創設し、
リノベーションまちづくり事業に出資又は融資
します。

３．クラウドファンディング
家守会社や事業オーナーが、自らの事業の実

現のために、インターネットを通じて不特定多
数の⼈から資⾦の出資や協⼒を募ります。

市⺠ファンドの仕組み
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４．構想の実現
に向けて

そうか
リノベーション
まちづくり
協議会

市⺠等の
利⽤者

家守会社
・

事業オーナー

出資
融資出資

配当
返済配当

サービス利⽤

サービス提供



構想の実現の仕組み（プロセス）
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４．構想の実現
に向けて

事業オーナー
創業者
市⺠

そうか
リノベーション
まちづくり協議会

不動産オーナー
（⺠間・草加市）

リノベーションスクール

ト
レ
ジ
ャ
ー
ハ
ン
テ
ィ
ン
グ

遊休不動産の提供

そ
う
か
リ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
ま
ち
づ
く
り
構
想
の
実
現

事業化

不動産オーナー啓発
担い手の発掘・育成（啓発・場の提供）

再⽣戦略の策定
規制緩和
⾦融⽀援（公的融資等）
支援体制の形成支援
（公⺠学⾦のネットワーク）

不動産オーナー啓発
担い手の発掘・育成（啓発）

創業者育成・支援
⾦融⽀援（市⺠ファンド）
支援体制の形成
（公⺠学⾦のネットワーク）

草加市

家守
会社

家守
会社

家守
会社

事業化

事業化

事業化

事業化

事業化

事業化



実施計画 ４．構想の実現
に向けて
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組織

草加市

事業オーナー
創業者
市⺠

そうか
リノベーション
まちづくり協議会

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

リノベーション
スクール

啓発活動

構想

公⺠学⾦ネット
ワーク形成

公的融資

規制緩和

啓発活動

経営支援

家守会社

市⺠ファンド

プロジェクト化

参画

公⺠学⾦ネット
ワーク形成

策定

開催 開催 開催 開催 開催

講演会 講演会 講演会 講演会 講演会

※必要に応じて

豊かな暮らしのスタイル

設⽴

事業化

設⽴

事業化 事業化事業化

設⽴

事業化 事業化事業化事業化 事業化

部会設⽴

不動産ｵｰﾅｰ啓発 不動産ｵｰﾅｰ啓発 不動産ｵｰﾅｰ啓発 不動産ｵｰﾅｰ啓発 不動産ｵｰﾅｰ啓発

検討

※随時（リノベーションスクール等を通じて）

※随時（リノベーションスクール等を通じて）

※家守会社の設⽴状況に応じて

創設

検討 設⽴・運⽤

設⽴



公⺠の不動産利活⽤

➢ 公共・⺠間の不動産の利活⽤
⺠間不動産の利活⽤はもちろん、公共不動産の利活⽤もすることで、公⺠がこれまでの常識にとらわれることなく、

協働しながら、できる人ができることをやり、共にまちづくりを進めていきます。

「一人ひとりに快適な暮らしのスタイルがあるまち・そうか」
を実現する

20

⺠間不動産の利活⽤

対象地域の不動産を利活⽤

・地域経営課題を解決するお店やサービス
の展開

・リーズナブルかつ多様な住宅の流通
・市⺠間の交流の実現

公共不動産の利活⽤
草加市が所有する不動産を利活⽤

・ポテンシャルを最大限活かし、収益を上
げ、質の高いサービス、環境を提供し、
持続可能な維持管理を実現

・市⺠間の交流の実現

４．構想の実現
に向けて



対象地域
・リノベーションまちづくりでは複数の事業を狭い地域に集中して、かつ短期間に展開することで、地域の
変化を実際に感じることができます。

・本市においては、リノベーションまちづくりの端緒となるモデル地域として「旧道沿道（草加駅東口周辺）
エリア」において取組を⾏います。

・平成２５年度に実施した「草加駅東⼝周辺にぎわい創出調査」では、対象地域における課題として以下の
点が浮かび上がりました。
① 個性に⽋け、都市空間としての魅⼒にも⽋けている
② 地域内の消費は伸び悩んでおり、足元需要の取りこぼしがうかがえる
③ 市⺠間の交流の不⾜や地域コミュニティの弱体化もうかがえる

・旧道沿道エリアは草加市の「都市核」として生き残りを考える必要があります。
・そのために、都市核として魅⼒を⾼める「コンテンツの創造」、経済活動の活性化に資する施策を複合的に
講じ、２４万商圏及び経済活動（調達→生産→消費）の核として機能を再生します。

スモールエリアの考え方について
対象地域においては、草加松原との結節点とな

る付近には草加宿神明庵、おせん公園があり、他
にも歴史ある草加小学校、草加駅から延びる県道
草加停⾞場線と旧道との交差点、市役所などいく
つかの核となる箇所があります。
これらを念頭に置きつつ、リノベーション案件

の集積可能性やその周辺に対する波及効果などを
考慮しながら、対象地域内において複数のスモー
ルエリアの設定をしていきます。
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４．構想の実現
に向けて

県
道
草
加
停
⾞
場
線



他地域への波及

＜第１ステップ＞
旧道沿道（草加駅東口周辺）

エリアを⽪切りにリノベーシ
ョンまちづくりを推進し、市
内のコンテンツを当該エリア
の遊休不動産において具現化
することで、対象地域の活性
化を目指します。

＜第２ステップ＞
旧道沿道（草加駅東口周

辺）エリアでの取組を活か
し、市内の他エリアにおい
ても、旧道沿道（草加駅東
口周辺）エリアで活動する
家守会社や新たな家守会社
が地域の課題の解決を目指
すコンテンツの創出を図り、
市内全域の活性化を目指し
ます。

＜第３ステップ＞
草加市での取組をベースに

事業拡大する家守会社が、衰
退の懸念のある東武スカイツ
リーライン沿線を中心とした
周辺都市における取組を広げ、
活性化効果を波及させること
を目指します。

22

実施計画期間内（平成28年度~
平成32年度）において、第１ス
テップの達成を目指します。

４．構想の実現
に向けて



そうかリノベーションまちづくり構想の位置付け
➢ そうかリノベーションまちづくり構想の位置付け
平成27年に策定された第四次草加市総合振興計画基本構想（以下、基本構想）では、草加市が目指す都市像として、

「快適都市〜地域の豊かさの創出〜」を掲げ、第四次草加市総合振興計画基本計画（以下、基本計画）では、都市像
を実現するための基本的要素の一つとして「活気の創出〜にぎわいのあるまちをつくる」と示されています。
さらに、草加市では「草加市版総合戦略（以下、総合戦略）」を策定し、本市における人口減少の克服と地域の活

性化、まち・ひと・しごとの創⽣と好循環の確⽴を⽬指すこととしています。
そして、産業振興分野の個別計画である草加市産業新成⻑戦略（以下、産業戦略）は、総合戦略における産業振興

分野のアクションプランとしても位置付けられています。
そうかリノベーションまちづくり構想は、リノベーションまちづくりが総合戦略及び産業戦略の主要施策として位

置付けられたことから、その⽬的や進め⽅について公⺠連携の体制で検討し策定したものです。この構想を具現化し、
地域の活性化を通じて基本構想にある「快適都市－草加－」の実現を目指します。

草加市都市計画マスタープラン

草
加
市
版
総
合
戦
略 草加市産業新成⻑戦略

そうかリノベーションまちづくり構想

第四次草加市総合振興計画基本計画

第四次草加市総合振興計画実施計画

第四次草加市総合振興計画基本構想

第四次草加市総合振興計画
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４．そうかリノベーション
まちづくり構想

快適都市の実現



➢ そうかリノベーションまちづくり構想検討委員会委員名簿
委員⻑ 清水 義次 ㈱アフタヌーンソサエティ 代表取締役

委員 佐々木 誠 日本工業大学 建築学科 教授

委員 米山 昌幸 獨協大学 経営学部 経済学科 教授

委員 染谷 勝之 ㈲勝建築設計事務所 代表取締役

委員 ⻑⾕部 健一 税理⼠法⼈Ｌ＆Ｃアシスト 代表社員

委員 木村 忠義 ㈱草加不動産 代表取締役

委員 野口 貴史 ㈲恵登屋本店 専務取締役

委員 冨永 悟 ㈲トミナガ 代表取締役

委員 小野 良⼀郎 ㈱潤製作所 代表取締役

委員 今井 慶子 café gallery conversion 店主

委員 矢口 真紀 ChoinacaWorks 代表

委員 中山 加奈 ㈱デイジーフレッシュ 取締役

委員 上原 美香 ガーゼショップアンジェ 代表

副委員⻑ 中村 卓 草加市副市⻑

委員 ⼩林 勝治 草加市総合政策部⻑

委員 曽合 吉雄 草加市自治⽂化部⻑

委員 橋本 吉朋 草加市子ども未来部⻑

委員 前田 明 草加市都市整備部⻑

委員 ⿊須 俊之 草加市建設部⻑

そうかリノベーションまちづくり構想
検討委員会参加者数（委員含む）
第1回検討委員会 70名
第2回検討委員会 76名
第3回検討委員会 79名
第4回検討委員会 59名
第5回検討委員会 83名
第6回検討委員会 80名
第7回検討委員会 53名
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「そうかリノベーションまちづくり構
想」は公⺠合わせた19名の委員だけで検
討されたものではなく、7回に渡る検討
委員会において、多くのオブザーバーに
もご出席いただき、積極的に発言をいた
だきました。

敬称略・順不同

そうかリノベーションまちづくり構想検討委員会 ４．そうかリノベーション
まちづくり構想

所属・役職等は策定時



そうかリノベーションまちづくり構想の策定過程
検討委員会 日時 内容

第1回検討委員会 平成27年9月28日 「草加市の現状と課題」

第2回検討委員会 平成27年12月21日 「⼥性創業とまちづくり」
ゲストスピーカー：㈱リノベリング ㈹嶋田洋平氏

第3回検討委員会 平成28年2月15日 「新しい産業とまちづくり」
ゲストスピーカー：㈱稲毛屋 ㈹安井浩和氏

第4回検討委員会 平成28年3月22日 ワークショップ
（課題と原因、潜在資源、必要な機能、新しい産業）

第5回検討委員会 平成28年5月20日 そうかリノベーションまちづくり構想骨子について

第6回検討委員会 平成28年7月15日
「これからの公園緑地⾏政」
ゲストスピーカー：国⼟交通省都市局公園緑地・景観課⻑

町田 誠氏
そうかリノベーションまちづくり構想素案について

第7回検討委員会 平成28年8月24日 そうかリノベーションまちづくり構想素案について

４．そうかリノベーション
まちづくり構想
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そうかリノベーションまちづくり構想
〜⼀⼈ひとりに快適な暮らしのスタイルがあるまち・そうか〜
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現状と課題
１．人口
（１）人口推移(過去〜現在〜未来) ☞ 平成32年度をピークに減少局⾯に突⼊し、⽼年⼈⼝は増加。
（２）現在の人口構成(全国・県比較) ☞ 全国、埼玉県と比較すると40代の人口が多く、55歳から64歳までの人口が少ない。
（３）家族類型別将来世帯推計 ☞ 核家族化の進展と同時に単⾝世帯が増加すると⾒込まれる。
（４）将来⾼年者世帯割合 ☞ 単身世帯の中でも、特に65歳以上の⾼年者の単⾝世帯の増加が⾒込まれる。
（５）人口動態 ☞ 松原団地建替に伴い社会動態は増加したが、自然動態は平成27年に減少に転じた。
（６）出⽣数と合計特殊出⽣率 ☞ 出⽣数は減少傾向にあるものの、近年回復傾向にあり平成27年には全国と同等の1.45。
（７）婚姻数と離婚数の推移 ‐総人口と出生数との関係‐

☞ 婚姻数はゆるやかな減少傾向、それに伴い出生数も減少。
（８）平均寿命 ☞ 男性79.93歳、⼥性85.90歳で、平成12年から平成26年で、約2歳平均寿命が延びている。
（９）65歳時の健康寿命・平均余命 ☞ 65歳時の健康寿命は年々伸⻑し、平成26年では16.85年、⼥性は19.87年となっている。
（10）コーホート分析 ☞ 流⼊は10代後半~30代前半に集中。マンション⽴地が進むエリアでは40代の流⼊もある。
（11）転入元・転出先 ☞ 転入は⾜⽴区からが最も多く、転出は⾜⽴区又は越谷市。東武鉄道沿線での動き。
（12）昼夜間人口 ☞ 埼玉県は全国でもっとも昼夜間⼈⼝⽐率が低い。草加市は県内63市町村中40位。
（13）通勤流動 ☞ 36.4％が東京都、市内33.3％、その他が30.3％となっている。
（14）通勤通学手段 ☞ 鉄道を利⽤しての通勤通学が40％以上。鉄道が交通インフラとして重要な役割を担う。
（15）家計を主に支える雇用者の片道通勤時間(分)

☞ 通勤時間は45.8分、全国と⽐較すると通勤に⻑い時間を要している。
（16）町会・⾃治会加⼊率 ☞ 世帯は増加している反⾯、町会・⾃治会の加⼊率は年々減少し、平成27年で55.03％。
（17）空き家状況 ☞ 空き家率（10.8％）はやや減少したが、埼⽟県の平均と同程度。

２．財政
（１）一般会計歳入歳出 ☞ 平成26年度歳出決算額は約656億9千万円。歳⼊は依存財源が増加、歳出は⺠⽣費が増加。
（２）税目別市税収入額 ☞ ⼈⼝増加に伴い市⺠税が増加している反⾯、固定資産税や都市計画税は横ばい傾向。
（３）目的別歳出内訳 ☞ ⺠⽣費と土木費の支出は年々増加している中、農林費・商工費の占める割合が低い。
（４）公共施設用途別状況 ☞ 平成25年7月現在で約260棟、延床面積41.6万㎡。うち学校教育施設が約60％を占める。
（５）建築年度別の整備状況 ☞ 施設全体のうち約60％が建築後3１年以上、10年後にはその割合が70%近くになる。
（６）草加市公共施設等総合管理計画 ☞ 官⺠連携や歳出の削減、歳⼊の確保、空間活⽤の⼯夫などを検討し、計画内容の充実を図る。
（７）公共建築物の維持管理・更新費⽤の推計

☞ 今後40年間の更新費及び維持管理費は総額2,657億円と試算。維持管理費のみでも年約22億円。

１．資料編要旨
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現状と課題
（８）インフラ施設(上下水道除く)の維持管理・更新・新設費⽤推計

☞ 今後40年間で更新費及び維持管理費は総額2,139億円と試算。維持管理費のみでも年8億円。
３．産業
（１）産業別事業所数 企業数企業単位(2012年)

☞ 製造業、卸売業及び小売り業の割合が高い。
（２）産業別従業者数 従業者数企業単位(2012年)

☞ 教育、学習支援業の従業者割合が多い。
（３）地域経済循環図(2010年)   ☞ 地域経済循環率は66.0％。所得からの支出が地域内の生産（付加価値額）を上回る。
（４）分配分析 雇用者所得(総額)(2010年)

☞ ベッドタウンであることから、地域外から雇用者所得が流⼊。
（５）支出分析 ⺠間消費額(総額)(2010年)

☞ 大型商業施設が少ないなどの要因から地域外に⺠間消費額が流出。
（６）消費動向 ☞ ⾷品・⽇⽤雑貨等以外の⽀出は近隣⾃治体と⽐較すると市内購買率が低い。
（７）男⼥別の創業者の創業分野 ☞ ⼥性では「個人の生活を充足させる」のみ寄与する個人向けサービス分野での創業が多い。
（８）男⼥別の給与所得者及び給与総額の推移

☞ 給与所得者、給与総額ともに男性は減少傾向、⼥性は増加傾向。
（９）男⼥別の創業者の個人所得 ☞ ⼥性の創業者の約7割が100万円未満。男性平均と比較すると179.6万円低い。
（10）男⼥別の創業時の年齢 ☞ ⼥性は6割以上が40歳未満での起業。男性平均と比較すると4.5歳若い年齢で創業。
（11）男⼥別の創業前の就業経験年数 ☞ 男性は約半数が15年以上、⼥性は約半数が10年未満。
（12）男⼥別の創業時の課題 ☞ 経営や事業の専⾨知識・ノウハウ不⾜と同時に家庭との両⽴という課題が⼥性では多い。
（13）男⼥別の創業時に欲しかった支援 ☞ 仕⼊先や販売先の紹介はもちろん、⼥性は特に同じような⽴場の⽅との交流の場を求めている。

４．子育て
（１）子どものいる世帯の推移 ☞ 世帯数が増える中、子どもがいる世帯は増えず、子どものいる世帯の割合は減少傾向。
（２）総世帯に占める⼥親と⼦のみ世帯の推移

☞ 近年増加傾向にあり、昭和50年〜平成22年の40年間で世帯数で約4倍、割合で約3倍。
（３）保育園の園児数と⼊園率(各年4月現在)

☞ 0~5歳⼈⼝は横ばいの中、⼊園率は上昇しており、平成27年総園児数は2,864人。
（４）保育園の待機児童数(各年4月現在)

☞ 新規に保育園が開園（平成26年1園、平成27年3園）する中、待機児童数は126人。
（５）家庭保育室の入室児童数 ☞ 家庭保育室の入室児童数は、新規に保育園が開園した影響か減少している。
（６）幼稚園の園児数と⼊園率 ☞ 毎年100⼈近く減少しており、園児数だけの減少ではなく⼊園率も減少している。

１．資料編要旨
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現状と課題
（７）小学校児童数と児童クラブ在籍児童数(各年4月現在)

☞ ⼩学校の児童数は年々減少している⼀⽅、平成25年以降在籍率は1%ずつ増加。
（８）児童クラブの待機児童数(各年4月現在)

☞ 平成25年以降の在籍率の上昇に伴い、待機児童数も増加し平成27年で89名。
（９）⼥性の労働⼒率 ☞ 近年、⼥性の労働⼒率は全体としては増加しており、近年では結婚や出産による低下も少な

くなってきている。
（10）⼥性の労働⼒率の国県⽐較 ☞ 草加市における⼥性の労働⼒率は、全国や埼⽟県と⽐較すると低い⽔準。
（11）⺟親の就労状況 ☞ フルタイムのみでなく、パート・アルバイト等を含み約4割が何らかの形態で就労。
（12）「就労していない」⺟親の就労希望

☞ 就労していない⺟親も約2割が今すぐ就労を希望しており、潜在的な希望を含めると約6割。
（13）パート・アルバイトの⺟親のフルタイムへの就労希望

☞ パート・アルバイトのうち約3割がフルタイムでの就労を希望している。
（14）両親の就労状況等に基づく家庭類型

☞ 平成25年段階での家庭類型では共働きが35.2％だが、潜在的な共働き世帯は43.4％。
（15）共働きに関する全国・県状況 ☞ 結果、草加市は「働きたい」という意思の問題ではなく、都市の特有な現象。
（16）地域の⼦育て⽀援事業の利⽤ ☞ 3歳未満児で67.2％、3歳以上児で88.1％が⼦育て⽀援事業を利⽤していない。
（17）地域の⼦育て⽀援事業の今後の利⽤希望

☞ 3歳未満児で48.9％、3歳以上児で83.1％が今後も利⽤意向がないとしている。
（18）地域の子育て支援事業の認知状況と利⽤希望

☞ 現状の認知度はほとんどの事業が3~4割程度であり、利⽤の促進には認知度の向上が課題。
（19）地域の⼦育て⽀援事業の家庭累計別量的満⾜度

☞ 量的には「普通」が40%超で最も多く、「低い」が「高い」を上回っている。
（20）地域の⼦育て⽀援事業の家庭累計別質的満⾜度

☞ 質的にも「普通」が40%超で最も多く、「低い」が「高い」を上回っている。

５．都市空間
（１）路線価推移 －草加駅東口周辺－ ☞ 再開発以降年々地価は下落しており平成6年から平成27年では半分以下にまで下落。
（２）将来⼈⼝から⾒た鉄道沿線評価の低迷

☞ 沿線における⽣産年齢⼈⼝の減少、それに伴う鉄道利⽤者の減少から鉄道事業への影響⼤。
（３）東武鉄道沿線主要駅の人口変化 ☞ 東武線沿線の主要駅においては、大幅な人口減少と高齢化の進展が予測されている。

１．資料編要旨
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現状と課題
（１）⼈⼝推移（過去〜現在〜未来）

２．人口
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（人） 65歳以上

15-64歳

0-14歳
41年前
167,059人

20年前
218,353人

20年後
228,519人

現在
246,226人

40年後
192,221人

これまで草加市の総人口は増加を
続け、平成28年4月1日現在で
246,226人に達しています。
市が独自で推計した将来人口予測

では、平成32年まで増加し続け、
以降は減少に転じ、⽼年⼈⼝は増加
し年少⼈⼝及び⽣産年齢⼈⼝は減少
するとされています。

資料：昭和35〜50年は国勢調査、昭和56〜61年は住⺠基本台帳、平成3〜23年は総⼈⼝、平成28年は住⺠基本台帳、平成31年以降は市独自推計。
昭和35〜50年は10月1日時点、昭和56〜平成8年は1月1日時点、平成13年以降は4月1日時点。
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（２）現在の人口構成（全国・県比較）
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出典：草加市の数値は平成28年4月1日時点の住⺠基本台帳、全国・埼玉県の数値は総務省統計局による平成26年10月1日時点の人口推計。

現在の人口構成は全国・埼玉県と
比較すると、40歳〜49歳の⽐率が
高く、55歳〜64歳の⽐率が低く
なっています。現在では全国・埼玉
県に比べ優位ですが、これは将来に
おいて、⾼年者の⽐率が全国・埼⽟
県より高くなることを示唆していま
す。

草加市

埼玉県

全国
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現状と課題
（３）家族類型別将来世帯推計

２．人口
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資料：国⽴社会保障・人口問題研究所の埼⽟県世帯主率（2014）から本市の世帯主率を算出し、将来⼈⼝推計に乗じることにより推計。

（４）将来⾼年者世帯割合
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資料：国⽴社会保障・人口問題研究所の埼⽟県世帯主率（2014）から本市の世帯主率を算出し、将来⼈⼝推計に乗じることにより推計。

平成26年時点で家族類型別世帯
では、単身世帯が最も多く、将来に
おいても単身世帯が全世帯に占める
割合は増加することが⾒込まれてい
ます。

⾼年者の世帯については、世帯数
が減少する中で、全体に占める割合
は増加していくと⾒込まれます。特
に、65歳以上の⾼年者の単⾝世帯
の増加は著しく、平成26年におい
て全体に占める割合が9.2％だった
ものが、平成52年においては
15.7％へ増加することが⾒込まれ
ています。
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現状と課題
（５）人口動態

２．人口
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資料：市⺠基本台帳

昭和30年代〜40年代にかけて、松原団地の完成や交通インフラ整備などにより転入者・出生者が急増し、大幅な
⼈⼝増加となりました。近年では松原団地の建て替え等に伴い、社会動態では増加していますが、自然動態では平成
27年に初めて減少しました。

34



現状と課題
（６）出⽣数と合計特殊出⽣率

２．人口

（７）婚姻数と離婚数の推移 ‐ 総人口と出生数との関係 ‐
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資料：埼⽟県保健医療部保健医療政策課「埼⽟県の合計特殊出⽣率」（平成26年）

資料：草加市統計書

離婚数（左軸）

婚姻数（左軸）

出生数（左軸）
総人口（右軸）

出生数については平成15年以降
減少傾向が続き、近年は概ね
2,000人を下回る推移をしていま
す。
合計特殊出⽣率については、全

国よりも低い数値で推移していま
すが、近年は回復傾向にあり、平
成27年には全国と同じ1.45と
なっています。

婚姻数は人口の伸びとともに増
加し昭和47年（2,197件）をピー
クに一旦減少し、その後昭和63年
（802件）以降再び増加しますが、
その後はゆるやかな減少傾向で推
移しています。出生数の推移は婚
姻数と同様の傾向が⾒られます。
離婚数は平成10年頃まで増加傾

向にありましたが、以降はやや増
加傾向で推移しています。
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現状と課題 ２．人口
（８）平均寿命

（９）65歳時の健康寿命・平均余命
出典：埼玉県の健康指標総合ソフト「健寿君」（2016年）より

草加市の65歳時の健康寿命（要
介護2以上になるまでの期間は男性
16.85年、⼥性19.87年となって
います。
平均寿命の伸⻑に伴い、健康寿

命は平成19年から平成26年で男性
が約0.7歳、⼥性が約0.9歳伸⻑し
ており、男⼥ともに埼⽟県を下
回っておりましたが、⼥性につい
ては、埼玉県とほぼ同様となって
います。

草加市の平均寿命については、
平成26年で男性79.93歳、⼥性
85.90歳となっています。
男⼥ともに全国・埼玉県を下

回っている状況ですが、平均寿命
については近年、伸⻑傾向にあり、
平成12年から平成26年の間に、男
⼥ともに約2歳の平均寿命の伸⻑が
⾒られます。
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出典：埼玉県の健康指標総合ソフト「健寿君」（2016年）より 36



現状と課題 ２．人口
（10）コーホート分析

全市において平成22年から平成27年では流⼊が10代~20代（大学進学・就職世代）と30代前半（マイ
ホーム購入世代）に集中しています。
旧道沿道（草加駅東口周辺）エリアについては、近年のマンション⽴地が進んでいることもあり、40代前

半までの流⼊も多くみられます。

資料：平成22年・平成27年住⺠基本台帳
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＊１ 人口コーホート分析とは

➢⼈⼝移動（特に社会増減）の理由を探るための分析⼿法です。ある年代（コーホート）の定められた期間内の⼈⼝増減をみま

す。ある年の⼈⼝からその5年前の5歳下の世代の人口を引き算することで、その5年間にその世代の⼈が何⼈流⼊/流出したかを

知ることができます。この差が、ある年代の5年間の⼈⼝移動数となり、差がなければ⼈⼝移動がなかったことになります。
37



現状と課題
（11）転入元・転出先

２．人口
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出典：総務省「市⺠基本台帳⼈⼝移動報告」

転入元については、年々減少傾向にあるものの⾜⽴区からの転⼊が最も多く、平成26年においては全体
（11,146人）のうち約10％を占めています。以下、越谷市、川口市、八潮市、さいたま市と続き、平成22
年から平成26年までの5年間においてはこの順番には変動は⾒られません。
転出先については、⾜⽴区又は越谷市が多く、平成26年においてはそれぞれ全体（10,277人）のうち約

8％となっています。続いて、川口市、八潮市、さいたま市と続いています。
転⼊元や転出先については南北の移動が多く、東武鉄道の沿線での転⼊転出が⾏われていると推測されま

す。 38



現状と課題
（12）昼夜間人口

２．人口

（13）通勤流動
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出典：平成22年国勢調査

埼⽟県の昼夜間⼈⼝⽐率は
88.6％で全国で最も低くなってい
ます。
草加市の昼夜間⼈⼝⽐率は

85.5％となっており、埼玉県内市
町村平均より低く（63市町村中40
位）なっており、昼間では多くの方
が市外に通勤・通学しています。
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業者（33.3％）よりも多くなって
います。
また、越谷市、川口市、八潮市の

隣接市に通勤する従業者は、合計で
11.0％となっており、80％以上が
東京都、市内、隣接市に通勤してい
ます。

出典：平成22年国勢調査 39
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現状と課題 ２．人口

（15）家計を主に支える雇用者の片道通勤時間（分）

（14）通勤通学手段

出典：平成22年国勢調査

①市⺠の通勤通学 ②草加市へ通勤通学
草加市在住者が通勤通学する場合

の利⽤交通⼿段は、鉄道が40%以上、
次いで⾃転⾞のみ（19.1%）、自動
⾞のみ（17.7%）で鉄道が通勤通学
手段として重要な手段となっていま
す。
一方、草加市へ通勤通学する人の

うち鉄道(21.5%）を利⽤している⼈
は草加市から通勤通学する人に比べ
ると割合が低く、反対に⾃動⾞のみ、
⾃転⾞のみの割合が増加しています。

全国平均 27.6

1 神奈川県 48.0
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①都道府県別 ②埼玉県内市町村別

出典：平成25年住宅・⼟地統計調査

埼玉県の家計を主に支える雇用者
の⽚道通勤時間は神奈川県、千葉県、
東京都に続き、全国4番⽬に⻑く
43.7分となっています。
草加市は埼玉県平均の43.7分より

やや⻑く45.8分となっており、県内
においては18番目（54市町村中）で
す。つまり、1日（24時間）のうち
90分以上を通勤に要していることが
分かります。
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現状と課題 ２．人口

（17）空き家状況

（16）町会・⾃治会加⼊率
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年々、世帯数は増加しているに
も関わらず、町会・自治会の加入
率が低下しています。
昭和50年から60年にかけては極

端な加⼊率の下落は⾒られません
でしたが、昭和60年以降は急激な
下落が⾒られます。
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ます。直近（H20〜H25）を⾒る
と、人口が増加傾向にある中で、
住宅数の供給が需要と均衡してい
るためか、空き家率は1ポイント減
少し10.8%となっていますが、こ
れは埼玉県内市町村平均と同程度
となっています。

出典：住宅・⼟地統計調査
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現状と課題 ３．財政
（1）一般会計歳入歳出

草加市の平成26年度決算額は歳⼊が約703億1千万円、歳出が約656億9千万円という財政規模になっていま
す。
歳入については⾃主財源が増加している⼀⽅、国県⽀出⾦などの依存財源の割合も増加しています。
歳出については、福祉や⼦育て⽀援などの事業を⾏う⺠⽣費が年々増加しているのに対し、公共工事などの土

木費は減少傾向にあります。 42
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現状と課題 ３．財政

（3）目的別歳出内訳

（2）税目別市税収入額
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（億円）資料：草加市決算カード
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草加市

川越市

川口市

所沢市

春日部市

上尾市

越谷市

八潮市

⺠⽣費 農林費・商⼯費 土木費 教育費 総務費・議会費 公債費 その他

資料：地方財政状況調査・平成26年度決算

税目別市税収入額の推移につい
ては、人口の増加に伴う市⺠税の
増加が収入額全体の増加に寄与し
ています。
一方で、固定資産税や都市計画

税については、横ばい傾向で推移
しており、伸び悩みがうかがえま
す。

草加市近隣の⾃治体においても
⺠⽣費の割合が⾼くなっています。
その中でも本市は⺠⽣費と⼟⽊

費の⽐率が⾼くなっており、一方
で農林費・商⼯費の⽐率が低く
なっています。
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市⺠⽂化

スポレク

学校教育

子育て

保健・福祉

医療

⾏政施設

市⺠⽂化施設

社会教育施設

スポーツ・レクリエーション施設

産業施設

学校教育施設

子育て支援施設

保健・福祉施設

医療施設

⾏政施設

公営住宅

供給処理（環境）施設

上水道施設

現状と課題 ３．財政
（4）公共施設用途別状況

施設区分 施設数
（棟数）

延床面積
（㎡） ⽐率

市⺠⽂化施設 25 28,562.90 6.9%

社会教育施設 1 5,093.18 1.2%

スポーツ・レクリエーション
施設 13 25,411.52 6.1%

産業施設 1 137.41 0.03%

学校教育施設 139 243,350.25 58.5%

子育て支援施設 35 19,577.48 4.7%

保健・福祉施設 9 14,758.26 3.6%

医療施設 2 38,430.75 9.2%

⾏政施設 17 20,057.26 4.8%

公営住宅 14 12,162.85 2.9%

供給処理（環境）施設 2 6,010.24 1.4%

上水道施設 1 2,108.50 0.5%

施設合計 259 415,660.60 100.00%

資料：草加市公共施設マネジメント⽩書2014

資料：草加市公共施設マネジメント⽩書2014

草加市が保有している施設（建物）には、市の事務所
として使用されているものを始め、小中学校や保育園、
公⺠館、文化会館、図書館など広く市⺠に利⽤されてい
る施設のほか、市⺠活動施設やサービスセンター、児童
センター、⻘少年交流センターなど、複数機能を持つ複
合施設もあります。
平成25年7月現在で約260棟、延床面積約41.6万㎡

となっています。施設区分別では、学校教育施設が約
60％と最も多く、次いで医療施設、市⺠⽂化施設、ス
ポーツ・レクリエーション施設となっています。
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現状と課題 ３．財政
（5）建築年度別の整備状況

総延床面積41.6万㎡

市⺠⼀⼈当たり1.7㎡

市が保有する施設は、建築後3１年以上を経過した建物が、施設全体の延べ床面積のうち約60%（約24万
㎡）となっています。さらに10年後にはその割合が、約70％近くとなることから、これらの多くが大規模
修繕や更新時期を迎えることとなり、膨⼤な費⽤が掛かることが予測されます。

資料：草加市公共施設マネジメント⽩書2014

建築後31年以上 建築後30年以下

60％
約24万㎡

40％
約17万㎡

総人口
（人）

延床面積
（㎡）
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現状と課題 ３．財政
（6）草加市公共施設等総合管理計画（平成28年3月策定）

①はじめに（草加市公共施設等総合管理計画より抜粋）

この計画では、公共施設等を通じて現在提供している機能や、市⺠サービスの⽔準を低下させないように
維持するために、どのような工夫ができるか検討します。
また、この計画は現段階において把握可能な公共施設等の状態や現状における取組状況を⾏政側から整理

したものです。計画の具体性や実現性を高めるためには引き続き市⺠の皆様と協議、合意形成によって計画
内容を充実させていくことが重要です。したがって、平成28年度以降も、官⺠連携や歳出の削減、歳入の確
保、空間活用の工夫などを検討し、計画内容の充実を図っていきます。

②計画の目的（草加市公共施設等総合管理計画より抜粋）
様々な社会情勢を踏まえ、公共施設等の全体像を明らかにし、⻑期的な視点を持って、公共施設等の総合

的かつ計画的な管理を推進することを⽬的として策定するものです。

③計画期間（草加市公共施設等総合管理計画より抜粋）
2016年度〜2027年度の12年間を計画期間とします。

④対象施設（草加市公共施設等総合管理計画より抜粋）
本市が管理する以下の公共施設等とします。

①公共建築物（「草加市公共施設マネジメント白書2014」に記載した公共建築物）
②インフラ施設（道路、橋りょう、上⽔道、下⽔道、公園・緑地、河川、⽔路、農業⽤⽔、排⽔機
場等）
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現状と課題 ３．財政
（7）公共建築物の維持管理・更新費⽤の推計

公共建築物の更新及び維持管理にかかる費⽤は40年間で約2,657億円となります。そのうち、維持管理にかか
る費用は年間約22億円となります。
大規模改修については、築31年以上50年未満の公共建築物のピークが2015年〜2024年にあり、ここでの更

新費用が約510億円となります。

資料：草加市公共施設等総合管理計画
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億円

維持管理費 大規模改修 築31年以上50年未満の公共施設の⼤規模改修 建替え 維持管理費 平均費用

40年間の更新費＋維持管理費
総額：約2,657億円
平均費用：約66億円

大規模改修のピーク
2015-2024年

更新費合計：約510億円

建替えのピーク
2033-2041年

更新費合計：約752億円

年平均維持管理費
約22億円

計画期間の更新費＋維持管理費
総額：約790億円
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現状と課題 ３．財政
（8）インフラ施設(上下水道除く)の維持管理・更新・新設費⽤推計

インフラ施設（企業会計の上水道、特別会計の下水道を除く）の更新及び維持管理にかかる費⽤は40年間で約
2,139億円で年間約53億円になります。そのうち維持管理にかかる費⽤は年間約8億円となります。
更新費⽤のピークは2015年〜2028年で約741億円、年間で約53億円となります。

資料：草加市公共施設等総合管理計画
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億円

維持管理費年平均 道路 橋梁 公園 排水機場 河川・⽔路 維持管理費年平均 更新費＋維持管理費年平均

40年間の更新費＋維持管理費
総額：約2,139億円
平均費用：約53億円

年平均維持管理費
約８億円

計画期間の更新費＋維持管理費
総額：約742億円

更新のピーク：2015-2028年
更新費合計：約741億円
年平均：約53億円
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現状と課題 ４．産業

【資料】
総務省「平成21年経済センサスー基礎調査」、
総務省・経済産業省「平成24年経済センサスー活動調査」
再編加工

【資料】
総務省「平成21年経済センサスー基礎調査」、
総務省・経済産業省「平成24年経済センサスー活動調査」
再編加工

（1）産業別事業所数 企業数企業単位（2012年）

（2）産業別従業者数 従業者数企業単位（2012年）

産業別事業所数における企業単位で
は、草加市の産業は、全国・埼玉県と
比較すると、「製造業」及び「卸売業、
小売業」の割合が多くなっています。

産業別従業者数における従業者数企
業単位では、全国・埼玉県と比較する
と、「教育、学習支援業」の従業者割
合が極端に多いことが分かります。

教育・学習支援業

12.7
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所得への分配
5,611億円

現状と課題 ４．産業
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所得（地域内勤務者ベース） 地域外からの流⼊

雇用者所得 その他所得

所得
（一人当たり） ４３７万円 １４２万円

所得
（一人当たり）

順位
３８３位 1,628位

-1,000
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⺠間消費 ⺠間投資 その他支
出

支出
流出⼊率 -7.0% -17.1% -144.9%

⽀出流出
⼊率順位 1,010位 839位 1,669位

第1次産業 第2次産業 第3次産業

付加価値額
（一人当たり） 113万円 631万円 716万円

付加価値額
(一人当たり)順位 1,614位 908位 1,326位

分配（所得）

支出生産（付加価値額）

所得からの支出
8,501億円

⽀出による⽣産への還流
5,611億円

地域経済循環率 66.0％
（3）地域経済循環図（2010年）
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付加価値額から、草加市の経済を生産面で支えているのは第3次産業であることがわかります。所得からは、雇⽤者所得に関して地域内所得と地域外からの流⼊がほ
ぼ同額なことから、草加市ではなく他の地域で働いている方も多いことがわかります。また、支出からは、草加市で得た所得が他の地域へ流出していることがわかり
ます。
【資料】環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」（株式会社価値総合研究所（⽇本政策投資銀⾏グループ）受託作成）

（億円）

（億円）

（億円）
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現状と課題 ４．産業

【資料】
環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」
（株式会社価値総合研究所（⽇本政策投資銀⾏グループ）受託作成）

草加市においては、市内で生産された付加
価値額の分配については、雇用者所得の地域
内収支がプラスであることから、雇用者所得
として地域内勤労者に対してよりも、地域市
⺠に対して分配されていることがわかりま
す。

（4）分配分析 雇用者所得（総額）（2010年）

（5）支出分析 ⺠間消費額（総額）（2010年）

（億円）

【資料】
環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」
（株式会社価値総合研究所（⽇本政策投資銀⾏グループ）受託作成）

⽀出分析において、⺠間消費額の地域内収支が
マイナスに転じていることから、草加市では地域
外に⺠間消費額が流出していることがわかりま
す。これは周辺地域と比較して、都市型産業が不
足していることが要因の一つとして考えられま
す。
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現状と課題 ４．産業
（6）消費動向
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資料：埼⽟県広域消費動向調査 52



現状と課題 ４．産業
（6）消費動向

⑤文具、化粧品、スポーツ用品等 ⑥家族で買い物を楽しむ場合

⑦飲食、外食を楽しむ場合

資料：埼⽟県広域消費動向調査

79.5 81.1

70.6
70.2

90.1 90.3 91.4 91.7

76.7 75.4

84.2
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【参考】
2007年（平成19年）11月 6日 アリオ⻄新井 オープン
2008年（平成20年）10月 2日 イオン越谷レイクタウン オープン
2008年（平成20年）11月19日 IKEA新三郷 オープン
2009年（平成21年） 9月17日 ららポート新三郷 オープン

食品・日用雑貨等に対する⽀出以外は、近隣⾃治体
と比較しても、市内購買率が低い状況になっていま
す。
2007年から2009年に近隣市での⼤型商業施設の開

店が相次ぎ、その影響も考えられますが、それ以前か
らも低下傾向にあり、市内のコンテンツ不⾜がうかが
えます。
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現状と課題 ４．産業
（7）男⼥別の創業者の創業分野

⼥性の創業分野について、「飲食店・宿泊業」、「医療・福祉」、「教育・学習支援業」、「洗濯・理容・美
容・浴場業」、「生活関連サービス業」などの、個人向けサービス分野での企業の割合が高く、個人の生活を充
足させるのに寄与する分野での創業が多い。

1.9 

建設業

10.1 
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製造業

5.0 

0.4 

運輸業, 2.9 

0.4 

情報通信業, 2.7 

4.1 

卸売業

9.1 

小売業

18.3 

13.1 

1.9 

⾦融・保険業、

不動産業, 5.1 

3.4 

専門サービス業

7.8 

飲食店、宿泊業

18.3 

11.8 

医療、福祉

20.1 

14.8 

教育、学習支援業

4.9 

1.6 

洗濯・理容・

美容・浴場業

19.4 

6.4 

1.5 

生活関連サービス業

1.2 

3.0 

その他サービス業

7.7 

0.0 

その他

0.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

⼥性

(n=268)

男性

(n=1,463)

個人向けサービス業

（64.2％）

資料：株式会社⽇本政策⾦融公庫総合研究所「2010年度新規開業実態調査」
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現状と課題 ４．産業
（8）男⼥別の給与所得者数及び給与総額の推移

■給与所得者数、給与総額ともに⼥性は増加傾向にあります。

■⼥性の所得拡⼤により、⼥性顧客を対象とした消費やサービスの需要が増加し、⼥性の社会進出が進めば、⼥性視
点の消費やサービスの企画⼒や開発⼒がより重視されると推測されます。

資料：国税庁「⺠間給与実態調査」
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男⼥別の創業者の個人所得では、
⼥性創業者の個⼈所得は約7割が
100万円未満となっています。
平均個⼈所得を⾒ると93.1万円と

なっており、男性創業者と比較する
と179.6万円低くなっています。

男⼥別の創業時の年齢では、男性
の半数以上が40歳以上での起業に対
し、⼥性は6割以上が40歳未満での
起業となっています。
また、⼥性創業者の創業時の平均

年齢は36.5歳、男性起業家の平均年
齢は41歳で、⼥性起業家の⽅が男性
創業者に比べ創業時の年齢が4.5歳
若くなっています。

現状と課題 ４．産業
（9）男⼥別の創業者の個人所得

（10）男⼥別の創業時の年齢

69.1

31.9
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0.9
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0.3 

2.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⼥性

(n=309)

男性

(n=309)

30歳未満 30歳〜34歳 35歳〜39歳 40歳〜44歳 45歳〜
49歳

50歳〜
54歳

55歳〜
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資料：総務省「平成19年就業構造基本調査」

資料：経済産業省委託「⼥性起業家に関するアンケート調査」（2011年3⽉、三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社） 56



現状と課題 ４．産業
（11）男⼥別の創業前の就業経験年数

（12）男⼥別の創業時の課題

3.6

1.6

16.5

13.9

24.9

20.1

21.0

14.9

34.0

49.5
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15年以上10年以上
15年未満

5年以上
10年未満5年未満

就業経験
なし
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4.9
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44.0

32.0

36.6

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0

家事・育児・介護との両⽴

販売先の確保
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事業に必要な専⾨知識・ノウハウ不⾜

経営に関する知識・ノウハウ不⾜

男性(n=309) ⼥性(n=309)

資料：経済産業省委託「⼥性起業家に関するアンケート調査」（2011年3⽉、三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社）

資料：経済産業省委託「⼥性起業家に関するアンケート調査」（2011年3⽉、三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社）

創業前の就業経験年数を⾒てみる
と、男性は約半数が15年以上の経験
があるのに対し、⼥性は約半数が10
年未満での創業となっており、⼥性
創業者は男性創業者より就業経験が
浅くなっています。

創業時の課題については、就業経
験の浅さからか、経営や事業に必要
な専⾨知識・ノウハウ不⾜について
男性より⼥性のほうが多く課題と感
じています。
反対に開業資⾦の調達や販売先の

確保という課題は男性の方が多く
なっていますが、これは⼥性の創業
が比較的小規模であるためではない
かと考えられます。
また⼥性の場合は家庭との両⽴と

いう課題については男性の3倍以上
となっており、⼥性の創業に対して
は支援を検討する必要があります。 57



現状と課題 ４．産業
（13）男⼥別の創業時に欲しかった支援

24.3

5.2

16.5

23.0

29.1

35.0

24.6

2.3

10.7

27.5

35.6

22.3

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0

特になし

保育施設や家事支援、介護支援等のサービスの拡充

経営に関するセミナーや講演会

低⾦利融資制度や税制⾯の優遇措置

仕入先や販売先の紹介

同じような⽴場の⼈（経営者等）との交流の場

男性(n=309)
⼥性(n=309)

お⾦ではなく、「学び」「つながる」環境作りが必要。

この「つながり」が新たな仕入先や販売先になる可能もあり得る。

創業時に欲しかった⽀援として、男性は「仕⼊先や販売先の紹介」、「低⾦利融資制度や税制⾯の優遇措置」が代
表的なものとなっており、⼥性は「同じような⽴場の⼈（経営者等）との交流の場」、「経営に関するセミナーや講
演会」が主なものとなっています。

58

資料：経済産業省委託「⼥性起業家に関するアンケート調査」（2011年3⽉、三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社）



現状と課題 ５．子育て
（1）子どものいる世帯の推移
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世帯全体のうち、子どものいる
世帯の割合は減少傾向にあります。
これは子どものいる世帯数が減

少しているのではなく、総世帯数
は増加する中で子どものいる世帯
が増加していないため割合が低く
なっているものです。

(1)であったように子どものい
る世帯全体は増加していない中、
⼥親と⼦のみの世帯数は増加して
います。
平成22年時点で、総世帯に占

める割合は15.3％となっており、
40年間で世帯数で約4倍、割合で
約3倍に増加しています。

（2）総世帯に占める⼥親と⼦のみ世帯の推移
資料：国勢調査

（%）（世帯）

1,823 2,204 2,848 3,479 4,088 4,976 6,054 6,795
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（世帯）

資料：国勢調査
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現状と課題 ５．子育て
（3）保育園の園児数と⼊園率（各年4月現在）

（4）保育園の待機児童数（各年4月現在）

2,133 2,272 2,387 2,543 2,534 2,664 2,864
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17.2% 18.2%
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園児数 0〜5歳⼈⼝の⼊園率

出典：「草加市子ども・子育て支援事業計画」再編加工
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資料：市担当課資料

※平成25年、平成27年に待機児童に関する国基準の変更あり

平成27年4月1日現在、草加市
には33園（公⽴19園、⺠間（認
可保育園）14園）の保育園があ
ります。総園児数は2,864人で
年々増加し、0~5歳人口が横ばい
の中、保育園への⼊園率は上昇し
ており、保育園に対する需要は増
加傾向にあります。

草加市では平成26年に1園、平
成27年に3園の保育園が開園して
いますが、平成27年4月時点では、
依然として126人の待機児童がい
ます。これは0~5歳人口の約1％
に相当します。
このことからも保育園に対する

需要が増加していることがうかが
えます。

（人）

（人）
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現状と課題 ５．子育て
（5）家庭保育室の入室児童数

（6）幼稚園の園児数と⼊園率

家庭保育室の入室児童数は、平
成26年、平成27年では減少して
います。ひとつの要因としては前
述の保育園の開園（平成26年1園、
平成27年3園）が考えられます。

幼稚園の園児数は、保育園とは
対照的に年々減少傾向にあり、園
児数では毎年100人近く減少して
います。
⼊園率についても減少傾向にあ

り、共働きの増加により、幼稚園
に対してのニーズが減少している
ことが推測されます。
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資料：学校基本調査（各年5月現在）
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家庭保育室とは
保護者の就労や病気等によって家庭で保育できない

乳幼児（生後6週以上・満2歳未満）を対象とした、認
可保育園に準ずる少人数の認可外保育施設出典：「草加市子ども・子育て支援事業計画」再編加工
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現状と課題 ５．子育て
（7）⼩学校児童数と児童クラブ在籍児童数（各年4月現在）

（8）児童クラブの待機児童数（各年4月現在）
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小学校の児童数は年々減少して
いる一方、児童クラブの在籍児童
数は増加しています。
特に平成24年までは在籍率は

横ばいであったが、平成25年以
降の在籍率は1％前後の伸び率と
なっています。

入室希望者の増加に伴い、(7)
では平成25年以降の在籍率が上
昇していましたが、待機児童数に
ついても、平成25年以降におい
て増加しています。

出典：「草加市子ども・子育て支援事業計画」再編加工

出典：「草加市子ども・子育て支援事業計画」再編加工
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現状と課題 ５．子育て
（9）⼥性の労働⼒率

（10）⼥性の労働⼒率の国県比較

⼥性の労働⼒率は10年前と⽐較
すると全体的に増加しています。
細かく⾒てみると20~24歳から

25~29歳が10年前は下降したが、
平成22年では上昇しています。
また、30歳代での結婚・出産に

よってできるＭ字の谷が浅くなって
いると同時に底をうつのが30~34
歳から35~39歳に移動しています。

草加市の⼥性の労働⼒率は、全国
や埼玉県と比較すると低い水準に
なっています。
埼玉県内では40市中31位となっ

ており、専業主婦の多さからか県内
においても⼥性の労働⼒率が⾼いと
は言い難い状況になっています。

17.1

62.6
67.6

59.3 58.1
63.6

68.1 66.4
61.4

47.0

16.3

19.0

69.7
66.2

51.5 53.5

62.6
67.2 64.5

57.5

38.0

12.7
0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

15〜

19歳

20〜

24歳

25〜

29歳

30〜

34歳

35〜

39歳

40〜

44歳

45〜

49歳

50〜

54歳

55〜

59歳

60〜

64歳

65歳

以上

平成22年 平成12年

（％）

13.7

64.3
73.0

65.0 64.2 69.0
72.8 70.7

61.8

45.7

15.3

17.1

62.6
67.6

59.3
58.1

63.6 68.1 66.4
61.4

47.0

16.3

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

15〜

19歳

20〜

24歳

25〜

29歳

30〜

34歳

35〜

39歳

40〜

44歳

45〜

49歳

50〜

54歳

55〜

59歳

60〜

64歳

65歳

以上

国 埼玉県 草加市

資料：平成22年国勢調査

資料：平成22年国勢調査 63



現状と課題 ５．子育て
（11）⺟親の就労状況

（12）「就労していない」⺟親の就労希望

資料：平成25年度草加市⼦ども・⼦育て⽀援事業計画ニーズ調査

19.4 42.3 18.1 20.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⺟親

⼦育てや家事などに専念したい（就労の予定はない）
1年より先。⼀番下の⼦どもが○○歳になった頃に就労したい
すぐにでも、もしくは1年以内に就労したい
無回答 資料：平成25年度草加市⼦ども・⼦育て⽀援事業計画ニーズ調査

平成25年度草加市⼦ども・⼦育て⽀援事業計画ニーズ調査
子ども・子育て支援法に基づく「草加市子ども・子育て支援事業計

画」の策定に当たり、未就学児童及び就学児童（小学校1年⽣〜3年
生）の各保護者を対象に、教育・保育や子育て支援等のニーズを把握
するために実施した、郵送によるアンケート。

「就労していない・就労したことがない」
⇒ 54.9％

「フルタイム」 ⇒ 22.7％
「パート・アルバイト等」⇒ 20.4％

「⼦育てや家事に専念」 ⇒ 19.4％
「1年より先に就労したい」⇒ 42.3％
「すぐにでも就労したい」 ⇒ 18.1％

アンケートの結果、約4割が何らかの形
態で就労をしています。

就労していない⺟親のうち、約2割が今
すぐ就労を希望しており、将来的な就労
希望を含めると約6割が就労を希望してい
ます。

14.8 7.9 18.9

1.5

48.2 6.7

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⺟親

フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中ではない
フルタイムで就労しているが、産休・育休・介護休業中である
パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない
パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護休業中である
以前は就労していたが、現在は就労していない
これまで就労したことがない
無回答
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現状と課題 ５．子育て
（13）パート・アルバイトの⺟親のフルタイムへの就労希望

（14）両親の就労状況等に基づく家庭類型

7.0 24.0 48.8 3.8 16.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⺟親

フルタイムへの転換希望があり、実現できる⾒込みがある
フルタイムへの転換希望はあるが、実現できる⾒込みがない
パート・アルバイト等の就労を続けることを希望
パート・アルバイト等をやめて⼦育てや家事に専念したい
無回答

資料：平成25年度草加市⼦ども・⼦育て⽀援事業計画ニーズ調査

5.1

5.1

21.9

19.4

21.5

15.8

40.7

49.0

1.2

1.3

9.6

9.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%
ひとり親家庭 フルタイム×フルタイム家庭
フルタイム×パートタイム家庭 専業主婦（夫）家庭
その他家庭（パート×パート） 無回答

「フルタイムの実現⾒込みあり」
⇒ 7.0％

「フルタイムの実現⾒込みなし」
⇒  24.0％

「パート・アルバイト等継続」
⇒  48.8％

「パート・アルバイト」のうち、約
3割がフルタイムでの就労を希望して
います。

「平成25年度草加市⼦ども・子育て
支援事業計画ニーズ調査」の結果、家
庭類型において現在の共働き家庭
（35.2％）と比較すると、潜在的な共
働き家庭は43.4％となり、すべての方
が希望通り就労できた場合、共働き家
庭は現在より約1割増えるということが
分かりました。

資料：平成25年度草加市⼦ども・⼦育て⽀援事業計画ニーズ調査

現在の家庭類型

潜在的な家庭類型
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現状と課題 ５．子育て
（15）共働きに関する全国・県状況

順
位 都道府県 共働き率

1 山形県 68.15％

2 福井県 67.43％

3 島根県 66.38％

4 富山県 66.31％

5 鳥取県 65.33％

41 埼玉県 51.05％

43 兵庫県 49.14％

44 東京都 48.48％

45 神奈川県 46.72％

46 大阪府 46.01％

47 奈良県 45.87％

資料：平成22年国勢調査

順
位 都道府県 平均

年収

1 東京都 580万円

2 神奈川県 525万円

3 愛知県 518万円

4 大阪府 498万円

5 滋賀県 484万円

9 埼玉県 468万円

43 ⻘森県 352万円

44 岩手県 350万円

45 秋田県 348万円

46 宮崎県 347万円

47 沖縄県 333万円

①共働き率 ②給与所得

資料：平成25年賃⾦構造基本統計調査

…

…

…

…

平成22年の国勢調査によると全国平均は
53.92％。共働き率全国第1位は山形県で
68.15％。以下、福井県、島根県、富山県、鳥
取県、新潟県と日本海側の諸県が上位に入って
います。最下位は奈良県で45.87％。大阪府、
神奈川県、東京都、兵庫県、千葉県などの大都
市とその周辺で共働き率が低くなっています。

給与所得との相関？
産業構造の違い？
待機児童の問題？

近所や親戚の⽀え合い不⾜？
通勤時間の問題？

「働きたい」という意思の問題でなく、
都市特有の現象
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現状と課題 ５．子育て
（16）地域の⼦育て⽀援事業の利⽤

（17）地域の子育て支援事業の今後の利⽤希望

3.2

88.1

2.8

7.6

2.7

67.2

9.2

26.6

0 20 40 60 80 100

無回答

利⽤していない

その他草加市で実施している事業（なかよし広場等）

「つどいの広場」や「地域子育て支援センター」

3歳未満児 3歳以上児

15.5

45.8

1.4

5.3

74.0

39.5

9.1

9.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

3歳以上児

3歳未満児

利⽤していないが、今後利⽤したい
すでに利⽤しているが、今後利⽤⽇数を増やしたい
新たに利⽤したり、利⽤⽇数を増やしたいとは思わない
無回答

草加市の子育て支援センターで
は、子育てフェスタの開催やつど
いの広場の常設を通じて、親子が
気軽につどい、交流できる場等を
支援しています。
また、地域の活動として「つど

いの広場」や「地域子育て支援セ
ンター」などによる子育て支援事
業を⾏っています。

市や地域が⾏っている⼦育て⽀
援事業の利⽤については、十分に
利⽤されているとは⾔い難い状況
であり、今後の利⽤意向を⾒ても、
3歳未満児で48.9％、3歳以上児
で83.1％が利⽤意向がないという
状況になっています。

資料：平成25年度草加市⼦ども・⼦育て⽀援事業計画ニーズ調査

資料：平成25年度草加市⼦ども・⼦育て⽀援事業計画ニーズ調査 67
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現状と課題 ５．子育て
（18）地域の子育て支援事業の認知状況と利⽤希望

26.7

61.4

49.9

24.4

35.5

46.3

70.7

42.3

57.1

29.6

35.5

46.5

31.6

49.2

44.1

70.7

62.4

44.5

72.8

88.6

62.0

72.9

19.8

16.4

82.5

84.1

0 20 40 60 80 100

⑬県の保健所

⑫冒険遊び場

⑪つどいの広場、地域子育て支援センター

⑩児童相談所

⑨家庭児童相談室（子育て支援センター内）

⑧子育て支援センター総合相談窓口

⑦児童館・児童センター

⑥子育ての相談窓口（保育ステーションでの子育て相談等）

⑤保育園や幼稚園の園庭等の開放（なかよし広場）

④教育支援室

③家庭教育に関する学級・講座（家庭教育アドバイザー）

②市の保健センター（検診事業以外の相談事業）

①⺟親学級、両親学級、育児学級
今後利⽤したい 知っている

各事業における利⽤については、「⑦児童館・児童センター」以外については、認知度が約3~4割程度となっ
ており、今度利⽤したいという回答も多く、利⽤の促進にあたっては認知度の向上が課題のひとつということが考
えられます。

資料：平成25年度草加市⼦ども・⼦育て⽀援事業計画ニーズ調査
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現状と課題 ５．子育て
（19）地域の子育て支援事業の家庭累計別量的満⾜度

（20）地域の⼦育て⽀援事業の家庭累計別質的満⾜度

12.5

9.1

17.6

8.6

12.8

24.2

28.9

31.4

23.1

37.5

52.3

41.7

46.6

46.1

25.0

6.0

7.0

8.6

5.1

25.0

2.1

0.5

1.9

2.6

6.3

4.3

2.9

10.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他家庭(パート×パート等) N=8

専業主婦(夫)家庭 N=285

フルタイム×パートタイム家庭 N=187

フルタイム×フルタイム家庭 N=105

ひとり親家庭 N=39

低い やや低い 普通 やや高い 高い 無回答

12.5

7.4

17.6

12.4

12.8

20.7

27.8

24.8

28.2

37.5

53.9

41.8

41.8

43.5

25.0

9.5

6.4

12.4

2.6

25.0

2.5

1.1

1.9

2.6

6.0

5.3

6.7

10.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他家庭(パート×パート等) N=8

専業主婦(夫)家庭 N=285

フルタイム×パートタイム家庭 N=187

フルタイム×フルタイム家庭 N=105

ひとり親家庭 N=39

低い やや低い 普通 やや高い 高い 無回答

資料：平成25年度草加市⼦ども・⼦育て⽀援事業計画ニーズ調査

資料：平成25年度草加市⼦ども・⼦育て⽀援事業計画ニーズ調査

◆公園の整備、遊具の充実、遊べる場の充実
◆一時保育の充実（場所の増加、親の病気時・
緊急時の利⽤、小学生の預かり等）

◆気軽に相談できる場やスペース、⽅法の⾒直
し（電話、メール、訪問等）、育児相談の
機会の増加

◆通学路、歩道の整備等の安全対策、防犯対策
◆幼稚園の改善・充実（費用補助の拡大、園数
の増加）

◆保育園の数、定員（３歳未満の枠等）の拡大、
保育料の⾒直し

◆児童館・児童センターの改善・充実（近くへ
の整備、幼児が遊べるスペース、土日のイ
ベント開催等）

◆保育士、職員の対応改善や増員
◆子育て家庭の経済的負担の軽減（⾦銭的サ
ポート、手当増額、費用免除等）

◆広報・情報提供の充実
◆親⼦同⼠の交流の場の充実

◆子育てに関する自由意⾒
（50件以上寄せられたもの）
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現状と課題
（１）路線価推移 ‐ 草加駅東口周辺 ‐

６．都市空間

平成4年に草加駅東⼝第⼀種市街地再開発事業の完了以降、年々地価は下落しており、平成6年から
平成27年では半分以下にまで下落し続けています。
土地の価値の下落は固定資産税及び都市計画税が伸び悩み、市の財政に対しても影響を与えます。

平成27年平成15年平成9年平成6年
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沿線名 夜間人口の
増減率① ①指数 ⽣産年齢⼈⼝の増

減率② ②指数
「高齢者/生産
年齢⼈⼝」の増
加率③

③指数 平均指数

田園都市線 20.7 100.0 6.0 100.0 18.7 54.7 85
京王線 8.9 73.2 -4.8 74.4 17.7 58.2 69
東急東横線 1.6 56.6 -7.4 68.4 13.6 73.3 68
埼玉高速鉄道 3.7 61.4 -8.1 66.5 16.0 64.3 64
京葉線・外房線・内房線 5.8 66.2 -9.8 62.5 19.5 51.6 60
東葉⾼速線 2.1 57.7 -10.7 60.3 16.9 61.2 60
東⻄線 -4.6 42.6 -14.3 51.9 12.7 76.6 57
東海道線 -6.7 37.9 -19.1 40.4 19.5 51.6 43
⻄武新宿・拝島線 -0.7 51.5 -15.8 48.3 26.2 27.2 42
小田急線 -5.3 41.1 -19.3 40.0 23.0 38.8 40
京浜急⾏線 -12.1 25.7 -23.0 31.1 18.6 55.0 37
中央線・五日市線・⻘梅線 -6.5 38.3 -20.9 36.0 25.2 30.9 35
総武・成田・京成線 -12.4 24.8 -24.6 27.4 19.6 51.4 35
東北・高崎線 -10.8 28.5 -23.6 29.7 21.8 43.2 34
相鉄線 -10.6 29.0 -25.4 25.5 26.7 25.4 27
東武東上・越生線 -11.8 26.3 -25.5 25.1 26.2 27.4 26
浅草・京成・北総線 -13.1 23.4 -28.6 17.9 28.6 18.5 20
⻄武池袋・秩父線 -9.6 31.2 -25.6 25.0 33.7 0.0 19
TX線・常総線 -14.4 20.5 -29.9 14.7 28.7 18.1 18
常磐線 -18.4 11.3 -33.0 7.3 27.8 21.3 13
日比谷線・東武伊勢崎線・日光線 -23.4 0.0 -36.0 0.0 26.3 27.0 9

←

将
来
人
口
増
加

高
齢
化
の
影
響
小

将
来
人
口
減
少

→

高
齢
化
の
影
響
大

※将来（2035年(H47)）人口予測はH12及びH17国調データからコーホート法を用いてメッシュごとに予測

６．都市空間
（２）将来⼈⼝から⾒た鉄道沿線評価の低迷

① 夜間⼈⼝及び⽣産年齢⼈⼝が⼤きく減少し、将来の⽣産年齢⼈⼝は36.0％減と東京圏で最も減少
が大きい。

② ⾼年者数／⽣産年齢⼈⼝の伸びが最も⾼くなることから、鉄道需要の基礎となる⽣産年齢⼈⼝の
減少に加えて⾼齢化のインパクトが⼤きい路線であり、今後の鉄道利⽤者の減少等、鉄道事業への
影響が最も大きいと想定される。

出典：国⼟交通省『東京都市圏における鉄道沿線の動向と東武伊勢崎線沿線地域の予測・分析』

現状と課題
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６．都市空間現状と課題

出典：国⼟交通省『東京都市圏における鉄道沿線の動向と東武伊勢崎線沿線地域の予測・分析』

（3）東武鉄道沿線主要駅の人口変化
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（参考）「今様・草加宿」事業について
「今様・草加宿」事業は、リノベーションまちづくり事業の対象地域である旧道沿道（草加駅東⼝周辺）エリアと綾

瀬川左岸地区の⼆つのエリアを対象とした事業で、⽬標年次を平成17年度から平成27年度までの11年間とし、取組がな
されてきました。

地
域
の
課
題

・ 回遊性とにぎわいのある都市軸の再生
・ 草加駅周辺の魅⼒的な都市の形成
・ 商店街の活性化
・ 旧道の歴史的なまちの特徴を活かした個性的なまちなみづくり
・ 綾瀬川の⽔と緑を活かした拠点づくり

事
業
の
目
標

歴史や文化を活かした、
個性と活気にあふれた
まちのにぎわいの創出
と魅⼒ある地域拠点の
形成

「今様・草加宿」事業の全体概要

＜旧町地区＞
・ 歩⾏者が安⼼して快適に歩ける道路整備
・ 公園、広場、休憩スポットの整備
・ 商業の活性化、旧道のにぎわいづくり
・ 旧道のまちなみ景観の形成
・ 歩⾏者ルート、緑道の整備

＜綾瀬川左岸地区＞
・ 綾瀬川の親⽔護岸整備
・ 綾瀬川左岸広場の整備
・ （仮称）綾瀬川左岸道路の整備
・ 冨士製革跡地の整備
・ 綾瀬川、草加松原を軸とした都市景観の形成
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「住んでよく、来てみて楽しいまちづくり」

◆やすらぎと安心
◆人の集まる場所をつくる
◆市⺠活動や産業活動の拠点をつくる
◆綾瀬川の⽔と緑を活かした拠点をつくる

◆イベントなどで賑わいをつくる
◆歴史的建造物等を保全
◆商店街の活性化、魅⼒ある街なみをつくる
◆旧道の人通りを増やす

旧町地区と綾瀬川左岸地区の回遊性の確保、にぎわいづくり

◆景観誘導 ◆にぎわいの創出 ◆シンボル空間としての活用
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